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デジタルツイン ArchiTwin クラウドと Box クラウドとの連携モジュールを販売開始 

３D 空間と文書コンテンツが連携できる画期的なサービスを販売開始 

 

株式会社ジェクシード(本社：東京都千代田区、代表取締役：倉澤治雄、以下「ジェクシード」)は、米国

Matterportの３D空間技術を活用したArchiTwinサービスを提供するArchiTwin株式会社（本社：東京都中央区、

代表取締役：関良平、以下「ArchiTwin」）と業務提携をしました。 

 

この度、クラウド型文書管理システムBoxを連携する「ArchiTwin Box連携モジュール」を開発し、販売を開始致

します。これは、ArchiTwinがβ版として提供している「ArchiTwin Pro」のオプションサービスとして、米国Box社が

提供するBoxクラウドと連動する「Box連携モジュール」を合わせて提供し、販売をするものです。 

 

 

 

ArchiTwin Proは、Matterportにて撮影された３D空間にアクセス可能なユーザ管理、メッセージ機能を有したコ

ラボレーションワークを対象としたデジタルツイン・クラウドサービスです。ジェクシードが提供するBox連動モジュ

ール（オプション）を同時に導入することで、３D空間内に設定されたタグとBoxフォルダが連携され、３D空間内の

タグとBoxに登録された文書や写真などのコンテンツが紐付けされます。例えば、建物内の設備修繕の見積書や

竣工図書、作業報告書などは、今までは写真や図面などで、その作業場所を類推するしかありませんでしたが、

本ソリューションを利用すれば、Boxに保存された文書コンテンツから、その作業箇所を的確に把握することが可

能となります。 



                   

 

◇デジタルツインサービス 「ArchiTwin」について 

 

ArchiTwin は、Matterport 空間での作業者間のコラボレーションを実現する Web サービスです。複数

の空間を一元的に管理し、それぞれの空間にアクセスできるメンバーを制御することができます。また

空間内のタグ内に対するメッセージをメンバー間で共有することもできる Matterport と連携したコミュ

ニケーションプラットフォームです。（サービスサイト：https://archi-twin.com/solution/） 

 

 

 

ArchiTwin株式会社 会社概要     

 

会社名         ArchiTwin株式会社 

設立           2020年 6月 

本社所在地      〒104-0061 東京都中央区銀座一丁目 22番 11号 

代表者         代表取締役 関 良平 

ホームページ     https://archi-twin.com/ 

事業内容          デジタルツインサービス提供 

 

株式会社ジェクシード 会社概要 

 

会社名          株式会社ジェクシード 

設立           1964年 10月６日 

本社所在地       〒101-0054東京都千代田区神田錦町三丁目１７番地１１ 

代表者          代表取締役 倉澤 治雄 

ホームページ      https://www.gexeed.co.jp/ 

事業内容           トータルコンサルティングサービスの提供（ビジネスコンサルティング、 

IT コンサルティング、アドバイザリーサービス、人事コンサルティング）、 

および、コンピュータソフトウェアの販売、カスタマイズ、導入・運用支援など 

 

 

https://archi-twin.com/solution/


                   

 

◇本件に関するお問い合わせ先  

・株式会社ジェクシード 経営企画部 

Tel：03-5259-7010 Mail：press at gexeed.co.jp (atは@に置き換えてください) 

 

・ＡｒｃｈｉＴｗｉｎ株式会社 

Tel：03-5404-3471 Mail： contact at archi-twin.com (atは@に置き換えてください) 

 

 

プレスリリースのお届け先のご変更・追加、また今後の配信方法のご変更（電子メール・FAX）に関しては、上記お問い合わせ先までご一報賜ります
よう、どうぞ宜しくお願い申し上げます。  
 

各社名や製品名、サービス名、商品名等は各社の商標または登録商標です。本文書は情報提供を唯一の目的とするものであり、いかなる契約にも
組み込むことはできません。 


